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DXで成果が出ている企業とそうでない企業との違いは？
～日本企業におけるDX取組状況より～













Pick up（成果が出ている企業の特徴）2/3
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◆ IT業務が分かる役員の比率が高いほど、DXへの取組み成果が出ている企業の割合が高い。

注：上段グラフの n=168は、 IT人材白書2020調査におけるデジタルビジネス推進企業数から無回答を除いた数値
IT人材白書2020調査のアンケートの回答選択肢である、“既に十分な成果が出ている“ ”既にある程度成果が出ている“を「成果あり」、”今後の成果が見込まれる“ “まだ見通しは
わからない“ を「成果なし」と置き換えて表記。（”取り組んでいない”は置き換えず、そのまま表記）

【デジタルビジネス推進企業分析】



Pick up（成果が出ている企業の特徴）3/3
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◆ 成果が出ている企業とそれ以外の企業では、組織文化において「リスクを取り、チャレンジ」、「多様な価値観受容」、

「仕事を楽しむ」、「意思決定のスピード」の差が大きい。

注： IT人材白書2020調査におけるデジタルビジネス推進企業が対象。上記グラフは組織文化が当てはまると回答した企業割合
IT人材白書2020調査のアンケートの回答選択肢である、“既に十分な成果が出ている“ ”既にある程度成果が出ている“を「成果あり」、”今後の成果が見込まれる“ “まだ見通しは
わからない“ を「成果なし」と置き換えて表記。（”取り組んでいない”は置き換えず、そのまま表記）。

【デジタルビジネス推進企業分析】
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変革するためのカギは？
～デジタルビジネス推進企業における工夫点の類型化より～











参考：人材タイプ別の重要度

◆ ユーザー企業、IT企業のいずれのセグメントにおいても共通して重要度が高いのはプロダクトマネージャーやビジネスデザイナー。

◆ 加えて、ユーザー企業ではデータサイエンティスト、IT企業ではテックリード、エンジニア／プログラマの重要度が高い。

◆ デジタルビジネス推進企業で集計すると、全人材タイプでユーザー企業/IT企業単独のセグメントよりも重要とする比率が高くなって

いる。先端技術エンジニアの重要度が相対的に低いのは、内部での確保よりは必要に応じて外部から調達する形態が中心であるからと

推量される。

注：母数をDXに取り組んでいる企業数にした場合の重要であると回答した企業割合（ IT人材白書2020調査データより）
18

（参考）
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適材になっているか？（学び直し）
適所で活躍できているか？（流動）
IT人材の学び直し・人材流動の実態より





IT人材の需給構造の変化（転職市場）

◆ IT通信業界出身者の転職決定数は同業種・異業種ともに増加しており、人材流動は活発化傾向にある。特にユーザー企業で

ある「異業種」への転職者数が「同業種」より増加している点が注目される。

◆ AI関連の求人数が2013年に比べ2018年では約60倍になっているという転職エージェントの話もあり、先端IT従事者の需要

の急増振りがうかがえる。

◆ また、前職と比べ転職時に賃金が１割以上増加した転職決定者の割合は上昇傾向をみせている。

人材市場におけるIT人材の需要自体はここ数年急増中。
IT業界内の転職に留まらず、IT企業からユーザー企業への流動も活発化。
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（出典）リクルートエージェント
「2019年10－12月期 転職時の賃金変動状況」

https://www.recruitcareer.co.jp/news/pressrelease/2020/200129-01/

IT系エンジニアにおける「前職と比べ賃金が明確に
（1割以上）増加した転職決定者」の割合

IT通信業界出身者 転職決定数推移

※09～13年の5年平均を1とする

（出典）リクルートエージェント「転職市場の展望【2020年版】」
https://www.r-agent.com/guide/article4891/#IT



参考：IT人材獲得状況（ IT人材白書2020調査データより）
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◆ IT企業及びユーザー企業に対するIT人材動向調査結果から、それぞれDXに取組んでいるとする企業において、IT人材をどのように確保し

ているかを下記に示す。

◆ IT企業においては、IT業界内の転職による人材確保の比率が高く、かつ中小→中堅→大手という流れが見受けられる。

◆ ユーザー企業においては、IT業界からの転職者が最も多いものの、ユーザー企業のIT部門からの転職者も一定数存在している。

IT企業(n=244) ユーザー企業(n=158)

注：左グラフの n=244は、 IT人材白書2020調査におけるIT企業のうち、DXに取組んでいると回答した企業において「過去1年間でIT人材を獲得・確保する方法」の設問に「中途採用（キャリア採用）」
と回答した企業の回答である（無回答を除く）。
右グラフの n=158は、 IT人材白書2020調査におけるユーザー企業（IT部門）のうち、 DXに取り組んでいると回答した企業において「過去1年間でIT人材を獲得・確保する方法」の設問に

「中途採用（キャリア採用）」と回答した企業の回答である（無回答を除く）。
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個人アンケート

適材になっているか？（学び直し）
適所で活躍できているか？（流動）
IT人材の学び直し・人材流動の実態より
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25.6%
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47.6%

53.8%

52.0%

45.6%

0% 25% 50% 75% 100%

データサイエンス（n=500）

AI・人工知能（n=500）

IoT（Internet of Things）（n=500）

デジタルビジネス／X-Tech（n=500）

アジャイル開発／DevOps（n=500）

AR／VR（n=500）

ブロックチェーン（n=500）

自動運転／MaaS（n=500）

5G（n=500）

ある程度習得している これから習得する予定である 習得する予定はない

0.6%

1.6%

1.2%

0.8%

1.4%

0.6%

1.0%

0.8%

0.8%

7.4%

11.6%

11.6%

6.8%

5.6%

6.8%

4.6%

5.2%

8.6%

92.0%

86.8%

87.2%

92.4%

93.0%

92.6%

94.4%

94.0%

90.6%

0% 25% 50% 75% 100%

  

ある程度習得している これから習得する予定である 習得する予定はない

先端IT従事者 先端IT非従事者

◆ 先端IT従事者／非従事者の双方に対して、以下のような先端的なIT領域のスキルの習得状況や今後の予定を尋ねたところ、先端IT

非従事者については、いずれの項目についても「習得する予定はない」という回答が９割近くに上る結果となった。

◆ 現時点では、先端IT非従事者の多くは、先端的なIT領域のスキル習得に対して消極的であると考えられる。

（出典）本調査において実施したWebアンケート調査結果から
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個人の学び直し・人材流動に関する実態

先端IT非従事者の多くは、先端的なIT領域のスキル習得に対して消極的である。
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69.0%

76.6%

36.0%

17.4%

37.4%

24.8%

38.4%

14.4%

10.0%

16.2%

4.6%

43.2%

55.0%

8.2%

3.8%

16.4%

11.6%

17.6%

2.6%

1.0%

6.4%

28.2%

0% 25% 50% 75% 100%

書籍・雑誌による学習

Web上での情報収集

オンライン講座等による学習（e-learning／MOOC等）【国内のコンテンツ】

オンライン講座等による学習（e-learning／MOOC等）【海外のコンテンツ】

資格取得のための勉強

勉強会やコミュニティ活動等への参加

研修やセミナー等への参加

学会活動への参加

データ分析関連のコンペティション（kaggle等）への参加

サンプルプログラムやアプリなどの実装・試作

特にない

先端IT従事者 (n=500)

先端IT非従事者 (n=500)

あなたは、スキルアップやキャリアアップのために、日頃、何をしていますか。
以下のうち、自主的に取り組んでいることをすべて選んでください。

（出典）本調査において実施したWebアンケート調査結果から

自主的なスキルアップの方法

先端IT従事者は様々な取組みを通してスキルアップを図っている。

◆ 先端IT従事者と非従事者では、オンライン講座等による学習（国内コンテンツ）への取組において大きな違いがみられる。

◆ 先端IT従事者は様々な取組みを行っている。



個人の学び直し・人材流動に関する実態

◆ 今回のアンケート調査からは、先端IT非従事者は「勉強の必要性を感じない（現在のスキルで十分だと思うから）」と感じてい

ることが分かった。

◆ また、「新しいスキルを習得しても、それを活かす場がない」という回答は、先端IT従事者／非従事者の双方に多くみられる。

40.0%

28.2%

13.8%

22.0%

19.6%

15.4%

17.4%

18.4%

9.6%

6.0%

2.0%

23.8%

23.2%

26.2%

18.0%

15 6%

17.6%

11.6%

9.8%

11.8%

12.0%

2.0%

0% 25% 50% 75% 100%

業務が忙しく、勉強時間が確保できない

新しいスキルを習得しても、それを活かす場がない

勉強の必要性をあまり感じない（現在のスキルで十分だと思うから）

勉強の必要性はわかるが、意欲がわかない

勉強に必要な費用が確保できない

勉強の必要性をあまり感じない（会社側から特に求められないから）

勉強を始めても長続きしない

家事や育児等で忙しく、勉強時間が確保できない

何を勉強したらよいかが具体的にわからない

どのように勉強したらよいかがわからない

その他

先端IT従事者 (n=500)

先端IT非従事者 (n=500)

先端IT領域のスキルアップに関する課題

勉強の必要性を感じない
（現在のスキルで十分だと思うから）

新しいスキルを習得しても、
それを活かす場がない

（出典）本調査において実施したWebアンケート調査結果から
32

「新しいスキルを習得しても、それを活かす場がない」という回答は、先端IT従事者／非従事者

の双方に多くみられる。
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学び直しの阻害要因（IT企業インタビューから）（1/2）

◆ 学び直しにあたっては、本人の学習意欲が重要な要因である。

• スムーズに学び直しができる人材は、自発的に学び、業務に対応している。スキル教育は本人の意欲と職場の期待を勘案した指名

型を中心としているが、自発的な学びを促進するため、節目でのキャリア教育や自己研鑽の支援を積極的に行っている。（C社）

• スキル転換は本人の意欲に基づくものであるため、本人の判断によっては、スキル転換に取り組まない可能性もある。（中略）若

手人材は学び直しに意欲的だが、COBOLなどを専門とする50代の先端IT非従事者にとって、スキルの転換とモチベーションの維

持の両立が課題であるようだ。（A社）

• 従来型IT人材のスキル転換について、まず若手人材を配置転換し、次に教育係や顧客との関係構築の担い手としてシニア人材を異

動させる、という順序で進めている。シニア人材の中には、スキル転換に消極的な人材も存在するが、本人の意欲を尊重している。

（Ｉ社）

• デジタル人材へのスキル転換を行っても、従来型IT事業の現場に戻ってしまうと習得したスキルは失われてしまう。一度スキル転

換させると決めた人材は、元の部署へ戻さないといった、思い切った決断が重要だと考えている。（E社）

• スキル転換においては、デジタル領域の知見の獲得以上に、獲得した知見を発揮できる環境の整備が課題である。従来型の人材に

対する評価体系やボーナスの査定基準を抜本的に変えなければ、スキル転換を促進することは難しい。（B社）

◆ 学び直しにより習得した技能を業務で活用できる環境が重要である。
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学び直しの阻害要因（IT企業インタビューから）（2/2）

• BPRやPM支援と、デジタル技術を活用した新規事業立案は業務の性質が異なるため、適性の高い人材と低い人材に分かれると考える。また、本人

の志向性も大きな要素になる。BPR領域からデジタル領域へのスキル転換にあたっては、既存のビジネスの効率化から、新たなビジネスの創出に向

けたマインドセットの転換が重要である。（中略）特に従来型の業務において優秀な人材であるほど、転換に戸惑うようである。（Ｂ社）

• 新規事業向けのシステム開発に適した人材と、業務システムの開発に適した人材の違いは、スキルよりも性格や資質に由来すると考える。（F社）

◆ 新規事業の創出への適性は、スキルよりも性格や資質が重要なファクターである。

◆ 社内で学び直しを行っても、人材が流出してしまう場合がある。

• デジタル人材の確保には苦労している。育成しても給与水準等の理由からコンサルティングファームに転職してしまう場合が多い。（D社）

• 以前は高い専門性を持つ人材がもう1名在籍していたが、高い給与水準を理由に外資系コンサルティングファームへ転職した。専門人材を育成して

も流出してしまう点が課題だと感じている。（E社）

◆ 従来型IT事業の需要は今後も大きい上、将来完全に消滅することもないが、生き残りに向けた競争は厳しい見通しである。

• 2022年度の段階でも、非DX事業が売上の25%を占めるが、業務改革を通じて毎年数%単位で生産性が向上している。（中略）、縮小する

市場で生き残り続けることも挑戦の一つと言える。（A社）

• 現在も従来型IT人材は不足しており、今後もその需要は高いだろう。（中略）、SIerには従来型ITに係る専門性がさらに求められようにな

り、専門性がないと競争力が低下する。（D社）
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まとめ
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デジタル時代に求められるもの

企業に求められるもの 個人に求められるもの

⚫ 新技術の積極的な採用や実践できる環境、

スキルアップ支援制度などの充実化

（全社員のリテラシー向上、組織文化醸成）

⚫ 事業変革が必要であるという危機感の共有

→ 学び直しの必要性の認識

（デジタル経営や長期事業ビジョンの明示）

⚫ デジタル関連の実ビジネスの拡大

（いち早くPoCの先へ“場”の創出）

・既存事業の中でのデジタルビジネスの取込・拡大

・デジタルビジネスのメインビジネス化

⚫ 学び直し後人材の評価体系・環境、

給与体系等の整備

（能力を正当に評価・処遇する仕組み作り）

⚫ 業界全体の動向に対するアンテナ

（能動的な情報収集）

⚫ 人生100年時代を踏まえた

柔軟なキャリア形成

（キャリア・ドリブン、自律キャリア）

⚫ 自社以外も含めたスキルアップ・

キャリアアップの可能性を知る

（“場”を自ら探す・作る）

⚫ 自身の市場価値の見える化、

ポータビリティ化

（社内価値ではなく、市場価値）

既存の評価
制度の限界

変化に対する
危機感の不足

デジタルビジネス
への変革遅れ

環境変化への
感度の低さ
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End
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Appendix








